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新築省エネ対策住宅に係る減額制度の概要

平成24年１月２日から令和２年１月１日までの間に建築された新築住宅のうち、『断熱等性能等級４』または『建

築物エネルギー消費性能基準』に適合するものについて、当該住宅にかかる都市計画税を２分の１減額する。

住 宅

１．平成24年１月２日から令和２年１月１日までに新築されたもの

２．次のいずれかの基準に適合することを証明された住宅であること

① 評価方法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）第５の５の５－１(3)の断熱等性能等級４に規定

する省エネ基準

② 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律「建築物省エネ法」(平成27年法律第53号)第２条第

３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準

３．居住部分の割合が全体の床面積の２分の１以上であること（併用住宅の場合）

床 面 積
専用住宅 居住部分の床面積が50㎡（一戸建て以外の貸家住宅は一区画が40㎡）以上280㎡以下

併用住宅 居住部分の床面積が50㎡以上280㎡以下

申 告 書

の

提 出

断熱等性能等級４または建築物エネルギー消費性能基準に適合する住宅であることを証明する書類を添付

して、新築された日から翌年の１月31日までに申告

120m2以下の場合 ２分の１

120m2を超える場合 120m2相当分について２分の１(120㎡を超える部分は減額されません。)

住宅の種類 減額期間

マンション等（３階建以上の準耐火構造又は耐火構造住宅） 新築後５年間

戸建住宅等（上記以外の住宅） 新築後３年間

１．軽減の要件

２．軽減される範囲

３．軽減される期間
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地方税法における新築住宅減額措置との関係性

※ 認定長期優良住宅
市町村長又は都道府県知事の認定を受けて新築された長期優良住宅（長期にわたり良好な状態で使用する

ための措置がその構造及び設備に講じられた優良な住宅）。

省エネルギー性能は「断熱等性能等級４」を確保する必要がある。



省エネ基準の定義

建物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準について定めた等級。住宅の品質確保の促進等に関す
る法律（平成11年法律第81号）に基づいて国土交通省が告示する評価方法基準に定められている。評価の基準は３
つあり、すべての基準で等級４を満たす必要がある。

１ 外皮平均熱貫流率（断熱性能）に関する基準
２ 冷房期の平均日射熱取得率（日射遮蔽性能）に関する基準
３ 結露の発生を防止する対策に関する基準

<<証明書類及びその発行元>>
登録住宅性能評価機関が発行する[断熱等性能等級４]に該当する「住宅性能評価書」など

建築物のエネルギー消費量の増加を抑制するため、建築物全般について定めた基準。建築物省エネ法に基づき、
経済産業省・国土交通省令に定められている。評価の基準は２つあり、いずれも満たす必要がある。
１ 外皮の熱性能基準（外皮平均熱貫流率及び冷房期の平均日射熱取得率）
２ 一次エネルギー消費量基準（暖冷房、換気、照明など設備機器等に関する基準）

<<証明書類及びその発行元>>
所管行政庁（本市の場合、建築局建築企画課）が発行する「建築物のエネルギー消費性能に係る認定通知書」など

断熱等性能等級４

建築物エネルギー消費性能基準

【参考】 各等級の省エネ対策レベル
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地球温暖化対策等に寄与する政策税制についての中間報告（抜粋）
～ 平成23年７月 横浜市税制研究会～

● 住宅建築事業主の判断の基準に示される省エネ性能は、住宅全体としては、次世代省エネ基準よりも高い性能が
求められるものであり、また、横浜市の省エネ住宅施策にも合致するものであることから、こうした住宅にインセ
ンティブを与えることにより、個人だけでなく、建売戸建住宅を新築・販売する事業者に対しても省エネ住宅の建
設を誘導できることとなるので、有意である。

● 政策税制の適用要件は、納税者が有意な行動を選択する際や、税務事務上の対象捕捉のために明確に定めること
が必要であるが、住宅ローンの適用要件となっており、証明制度もあることから、納税者にとっても判りやすく、
税務事務上の捕捉も容易である。

● 政策税制の導入にあたっては、他の政策手法と同様に、定期的に導入効果を検証し、税制を見直す機会が必要で
あるため、適用期限を設けるべきである。

● 今回の税制度では、実行計画の中期目標年である平成32年度までの中間年度の時期である平成28年度において効
果測定を行い、適宜修正を講じた上で残りの期間で目標に近づけること等を検討すべきである。

平成27年度税制改正等に伴う市税条例改正に向けた意見（抜粋）
～ 平成27年７月 横浜市税制調査会～

● こうした省エネ施策の重要性や必要性に異論はない。しかし、効果検証でも述べたとおり、適用件数の減少傾向
については、政策税制としての有効性の観点から疑問ありと言わざるを得ない。適用実績の数値から見る限り、施
策所管局が示した、当該減額措置が新築住宅の省エネ化の推進に寄与しているという因果関係があるとまでは言い
切れない。したがって、この政策税制を継続するためには、少なくとも適用件数が大きく伸びるような施策の改善
ないし政策手法の追加を行う必要がある。

● これまでの運用において、申請手続きの煩雑さが指摘され、適用件数の低迷の原因がここにもあるのではないか
との指摘がなされているからである。都市計画税の減額措置を継続するのであれば、この点を目に見える形で改善
することが求められるのである。

● この都市計画税の減額措置については、すでに述べたように本税制調査会も、政策の根拠を疑ってはいない。公
平状態を変化させるに足る根拠であると確信している。かくして問われなければならないのは、政策上の効果であ
る。横浜市に求められているのは、政策の効果を高めるためにあらゆる工夫を凝らすことである。

税制調査会等での議論の経過
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新築住宅に占める省エネ住宅の割合(単位：戸、％）

新築省エネ対策住宅に係る都市計画税の減額制度の状況①
（平成25年度～令和元年度 新規課税分）

(9.5)

H25
新築住宅
23,510

7,822

(33.3)

2,205

省エネ基準を満たす住宅
（省エネ住宅＋認定長期優良住宅）

10,027   (42.6)

(9.5)

省エネ住宅

認定長期
優良住宅

その他
（一般住宅）

※ 新築住宅全体の戸数は、床面積要件等により新築住宅減額の対象外となるもの除く。

（凡例）
省エネ住宅
認定長期優良住宅
その他（一般住宅）

省エネ基準を満たす住宅

省エネ住宅

認定長期優良住宅
+

(9.5)

H26
新築住宅
22,253

7,187

(32.3)

2,680

9,867   (44.3％)

(12.0) (9.5)

H27
新築住宅
20,195

5,252

(26.0)

2,210

7,462  (36.9％)

(10.9)

(9.5)

H28
新築住宅
19,523

6,637

(34.0)

2,337

8,974  (46.0％)

(12.0)

H29
新築住宅
16,874

4,521

(26.8)

2,327

6,848  (40.6％)

(13.8)

(9.5)

H30
新築住宅
18,446

5,788          

(31.4)

2,221

8,009  (43.4％)

(12.0) (9.5)

R元
新築住宅
18,617

6,771          

(36.4)

2,258

9,029  (48.5％)

(12.1)
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新築省エネ対策住宅に係る都市計画税の減額制度の状況②
（平成25年度～令和元年度 新規課税分）

軽減税額の推移

省エネ住宅一戸当たりの床面積の推移
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省エネ住宅に占める戸建住宅等・マンション等の割合(単位：戸）

新築省エネ対策住宅に係る都市計画税の減額制度の状況③
（平成25年度～令和元年度 新規課税分）

戸
建
住
宅
等

マ
ン
シ
ョ
ン
等



新築住宅の省エネ化の推進について

税制調査会
令和元年７月31日

建築局

1

資料２
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１ 本市施策における新築住宅の省エネ化の位置づけ

（１）横浜市地球温暖化対策実行計画（平成30年10月改定）抜粋
取組方針

→家庭部門におけるCO2削減のためには、
「断熱性能等に優れた省エネルギー型の住宅を増やす」 ことが必要。

横浜市
二酸化炭素排出量
（H29年度速報値）

1,828(万t-CO2)

市内の家庭部門のCO2排出量 … 全体の24%

二
酸
化
炭
素
排
出
量
（
万

t-
co

2）


Graph1

		エネルギー転換部門

		産業部門

		家庭部門

		業務部門

		運輸部門

		廃棄物部門



列1

エネルギー
転換 部門
22.2%

産業部門
10.8%

家庭部門
24.0%

業務部門
20.2%

運輸部門
20.3%

廃棄物部門
2.5%

22.2

10.8

24

20.2

20.3

2.5



Sheet1

		横浜市二酸化炭素排出量（2017年度）1,897(万t-CO2) ヨコハマシニサンカタンソハイシュツリョウネンドマン		列1

		エネルギー転換部門 テンカンブモン		22.2

		産業部門 サンギョウブモン		10.8

		家庭部門 カテイブモン		24

		業務部門 ギョウムブモン		20.2

		運輸部門 ウンユブモン		20.3

		廃棄物部門 ハイキブツブモン		2.5

				グラフのデータ範囲の大きさを変更するには、範囲の右下隅をドラッグしてください。
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				ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門 テンカンブモン		産業部門 サンギョウブモン		家庭部門 カテイブモン		業務部門 ギョウムブモン		運輸部門 ウンユブモン		廃棄物部門 ハイキブツブモン

		2005		452		274		440		352		414		42
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		2007		441		283		465		410		387		34

		2008		441		264		457		406		372		34

		2009		447		243		416		378		383		40

		2010		450		253		436		383		388		51

		2011		470		253		444		419		388		63

		2012		432		258		502		470		394		67

		2013		451		245		501		487		390		53

		2014		478		230		442		434		368		49

		2015		421		220		428		414		366		47
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１ 本市施策における新築住宅の省エネ化の位置づけ

■住宅の省エネ基準の概要

住宅の断熱化に関する基準

設備の省エネルギー化に関する基準
（一次エネルギー消費量基準）

・効率的な「暖冷房」、「給湯」、「換気」、「照明」機器

暖冷房エネルギーの削減
窓や壁、屋根などの断熱性を高めると、夏の暑さや冬の

寒さの影響が軽減され、室内の温度を一定に保ちやすく
なります。
平成11年基準（現行基準と同等）の断熱性なら、

昭和55年以前の ほぼ無断熱の住宅と比べて、暖冷房
エネルギーは50％以上も削減されます。

＜出典：（一社）日本サステナブル建築協会 資料＞

（外皮性能基準）

・「窓」、「壁」、「屋根」、「床」を断熱化
→暖冷房のエネルギーを削減
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１ 本市施策における新築住宅の省エネ化の位置づけ

■横浜市地球温暖化対策実行計画（平成30年10月改定）抜粋

基本方針（５）徹底した省エネ
対策の方向性

ア （家庭）住宅の省エネ化
イ （家庭）省エネ家電・機器の導入
ウ （事業者）建築物の省エネ化
エ （事業者）省エネ設備・機器の導入

オ（事業者）計画書制度等の推進
カ 低炭素型次世代交通の普及促進
キ 市役所の率先行動

管理指標 実績 目安
新築住宅のうち、省エネに
配慮した住宅の割合

2013年度：20％
2016年度：30％

2020年度：50％
2030年度：100％

新築住宅に占める省エネ住宅の割合を指標として設定
2030年度には、全ての新築住宅が省エネ化されている状態を目指す。
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１ 本市施策における新築住宅の省エネ化の位置づけ

（２）中期４か年計画 2018～2021 抜粋

長期優良住宅や低炭素住宅など、一定の省エネ性能を有し、
更に環境負荷を低減した住宅（より高い環境性能）の普及を指標に設定

快適で、省エネルギーや健康、環境に配慮した住宅の普及を促進する

政策10 地球温暖化対策・エネルギー施策の大都市モデルの創造
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（１）新築住宅のうち、省エネに配慮した住宅の割合（推移）

（％）

２ 住宅の省エネ化の状況

地球温暖化対策実行計画 目安（R12年度）

地球温暖化対策実行計画 目安（R2年度）

（年度）

近年は増加傾向にあるものの、５割弱にとどまる。
新築住宅のうち、
省エネに配慮した
住宅の割合

＝


Graph1
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２ 住宅の省エネ化の状況

新築住宅のうち、
省エネに配慮した
住宅の割合

＝

低炭素建築物
→ 増加傾向

長期優良住宅
→ 例年2,200戸


Graph1

		26年度

		27年度

		28年度

		29年度

		30年度



系列 1

61

74

72

168

245
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				系列 1		系列 2		系列 3

		26年度 ネンド		61		2.4		2

		27年度 ネンド		74		4.4		2

		28年度 ネンド		72		1.8		3

		29年度 ネンド		168		2.8		5

		30年度 ネンド		245
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（２）新築住宅の省エネ化に必要な追加的なコスト

２ 住宅の省エネ化の状況

共同住宅は、約22~26万円/戸の追加コストが必要
戸建住宅は、約87万円/戸で特に大きく、建設費の約４％に相当
→ 住宅の省エネ化の阻害要因の一つ。

【省エネ基準に適合させるために必要な追加的コストの試算例（住宅）】

第15回社会資本整備審議会 建築分科会 建築環境部会資料（2018年9月21日開催）から抜粋
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２ 住宅の省エネ化の現状

（３）建築物省エネ法による規制強化の動向（住宅関連）

現行法（H28.4公布）

→

改正法（R1.5公布）
【大規模】 【中規模】 【小規模】 【大規模】 【中規模】 【小規模】

届出 届出 － 届出 届出 説明

《方針》 2020年までに、新築住宅に
基準適合を義務付け 今後改正予定

施行：平成29年４月 施行：令和３年４月（予定）

適合義務化は見送り
理由）市場の混乱を引き起こす懸念（設計者の習熟度、基準適合率が低い）

建築主への「基準への適否」の説明を義務付け（R3.4~）
→小規模住宅に対する初の規制。

建築主への情報提供により、行動変容を促す。

※適合義務見送り
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３ 取組状況

（１）設計者等への情報提供

■平成29年度
『戸建 省エネ計算・CASBEE 入門』
１省エネルギー基準等について
・省エネ基準適合のメリット ・省エネ基準の解説、計算演習 など
２ CASBEE戸建 活用のメリット
・評価基準の解説 ・関連補助制度 など

 省エネ住宅の設計に関する講習会

■平成30年度
『明日から使える！戸建省エネ設計活用編』
１省エネルギー化の状況
・低炭素認定基準の解説 ・税の減額例 など
２省エネ設計の解説
・省エネ基準の解説、 ・省エネ化に必要なコスト
・省エネ設計を行う実務者による講演会
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３ 取組状況

（２）建築主等への働きかけ、情報提供

省エネ基準
不適合

適合
指
導建築物省エネ法の届出で、

不適合の場合、省エネ化の再検討を指示。
（300㎡以上の新築等）

 建築主への、文書による働きかけ

 省エネ住宅相談員による情報提供

市民からの相談に対し、
専門家が総合的なアドバイスを実施。

・適切な工事方法の提案
・工事費用の目安
・減税制度、補助制度の情報 など
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４ 今後の展開

断熱改修工事は、高い工事費や転居など、居住者への影響が大
→新築時に省エネ化（断熱化）を図ることが肝要。

普及促進には、新築時のコストの低減に資する支援策も重要。

新築住宅の省エネ化（断熱化）は、CO2の排出削減のみならず、
ヒートショック対策、結露防止など、「快適性向上」や「健康維持」上も重要。

令和３年の『建築主への省エネ性能説明義務制度』開始を見据え、
引き続き、各種事業を通じた広報・啓発を実施。

省エネルギー対策住宅に係る都市計画税の減額措置は、
本市における新築住宅の省エネ化の推進に寄与していると考えており、
今後も継続していきたい。
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